
　

(2)今後の方向性

平成27年度は受診勧奨通知を年度内の30歳、39歳到達者及び平成26年度
申込者に送付したが、平成28年度は30代未受診者全員への送付を予定して
いる。

平成26年度受診者に送付する受診勧奨通知に、受診意欲を高めるため、昨年度の受
診結果を掲載したパンフレットを同封した。また、イベント配布用のチラシに掲載していた
制度案内を分かりやすく変更した。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

左記のとおり改善を試みたものの、若年層である30代は健診への興味が少
なく、現状の受診勧奨の内容では伸び悩んでいる。今後は受診勧奨をさらに
拡大する必要があると思われる。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況
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無
紙の使用、資料作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態

⑨
環境
影響

有益な
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有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由
受診者数増加に対応するための予算が必要だが、目標値と実績値が乖離して
いるため、現状予算を維持したまま受診者数拡大を目指す。
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理由
30歳代健診は特定健康診査等に繋がる重要な健診であり、特定健康診査等
受診率向上のため、また若年層の健診機会の確保のためにも、事業を継続し
ていく必要がある。
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事業実施方法
(複数選択可）

継続

電子申請、電話による受診券発行受付を行っている。また、ホームページ、ほっとメー
ル、各種イベント配布用のチラシによる制度周知を行っている。
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目標達成状況 ％ 達成率 10 10

　 項目名 項目説明

成果指標 受診率

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています
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項目名 項目説明

活動実績

受診者数 健康診査を受診した人数 人

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.25人 2,180

（千円） 年度 （千円）

12,909

2,951 3,189

（千円） 平成 28

0.10

12,932

（ 0.00

27 年度平成≪会計種別≫ 特別会計

国・県支出金

5,131

一般財源

平成 26 年度

（

その他（　　　　　　　　　　） ）

10,113

5,614

人） （

0.28人 2,425

12,609

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

30歳以上40歳未満（受診当日）の被保険者で、保険税を滞納していない方 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

健診を受ける機会から遠ざかりがちな30歳代の被保険者の病気の予防・早期発見・メタボリックシンドローム予備群を減少させることを目的とする。

予算現額

27 人

人

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

生活習慣病は自覚症状がなく進行するため、予防には、より若い世代からアプローチを行い、自分の健康に対する意識を高め、生活習慣を改善
することが望まれる。このため、法令に基づき40歳以上に実施している特定健康診査等事業と同様な枠組みで、３０歳代の被保険者に費用負担
の少ない健診の機会を提供することにより、市民の健康増進・健康づくりに役立てることを目指し、事業を開始した。

総合計画の体系 章 健康・福祉 国民健康保険制度の充実

9,438

→ 平成

事業の種別

社会保障節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

終了年度 年度

国民健康保険課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 保健事業グループ

総合健康診断（人間ドック）検診料助成事業、特定健康診査等実施事業

■ □ □

年度

法定受託＋附加

事業コード
健康診査等実施事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

080208

①事務事業名
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

国民健康保険法、所沢市国民健康保険健康診査
等事業実施要綱

部課コード 080200 ℡ 2998-9131

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 0.90

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

申込み制。
①受診希望者は電子申請等の方法で市に申し出る。市は受診券等を送付する。
②市内協力医療機関に受診券と被保険者証と自己負担金800円（胸部エックス線検査追加の場合は追加自己負担200円）を持参し受診する。
③健診結果を医療機関で受け取る。健診結果に基づくアドバイスを受ける。
④医療機関は市へ健診結果の報告及び費用請求をする。
⑤市は健診結果を集計し、生活習慣病のリスクの高い者へ保健指導事業を行なう。
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「実績」
縮小図る

開始年度 平成 23
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※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
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3,000


